(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:自助の実践啓発キャンペーン事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　知事直轄　危機管理部門　危機管理課　危機管理担当　電話番号：058-272-1111(内2415)
E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,870千円（前年度予算額：3,200千円）
	事業内容


	１　事業の内容


 ・県では今後の人口減少、高齢社会を見据え、災害時の被害を最小限に抑えるため２１年度から１０年間で延べ２００万人の参加を目標に、家具の固定などの自助の取組を実践する、防災啓発キャンペーン「自助実践２００万人運動」を展開している。
・２１年度の重点テーマは「伊勢湾台風５０年」、２２度の重点テーマは「災害時要援護者への支援」、平成２３年度の重点テーマは「集中豪雨時の避難対策」とし、平成２２年７月に発生した「７．１５豪雨災害」の教訓をもとに、集中豪雨時の避難対策を中心に運動を展開している。
・今年３月に発生した「東日本大震災」は、東北地方を中心に未曾有の被害をもたらしたが、岐阜県では、東日本大震災により明らかになった諸課題を洗い出し、岐阜県で大規模震災が発生した場合を想定した防災対策の検証を行うため、「震災対策検証委員会」を立ち上げ検証を行った。
・同委員会による検証結果には、特に意識啓発や災害伝承に関する必要性が記載されており、県への提言が行われた。
・これらのことにより、２４年度の重点テーマは「大規模地震に対する備え（仮）」とし、県・市町村・応援団体が一体となって、大規模地震に対する県民一人一人の防災意識を高めるため実施するものである。
	２　所要経費


（１）自助実践２００万人運動推進会議の開催費用（年３回開催） 219千円   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）地震への備えに係る啓発用物品の製作等　　1,930千円

（３）地震体験車を活用した圏域リレーキャンペーンの開催費用　　421千円
（４）各種応援団体との連携による運動費用　  90千円
（５）防災運動会（岐阜アソシア主催）の開催費用   160千円
（６）わが家の防災博士コンクール関連費用 　50千円
　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・自助意識を普及させる
	２　これまでの取組状況


・今後の人口減少、高齢社会を見据え、災害時の被害を最小限に抑えるため、２１年度から１０年間で延べ２００万人の参加を目標に、家具の固定などの自助の取組を実践する、防災啓発キャンペーン「自助実践２００万人運動」を展開している。
・３年目となる２３年度は、「集中豪雨時の避難対策」を重点テーマに設定し、更なる運動の展開を図った。
	３　これまでの取組に対する評価


　運動を開始した２１年度から２２年度までの自助実践２００万人運動の参加者は、約６５万人であり、１０年間で延べ２００万人の参加という目標達成に向け、順調に実施している。

　当運動の趣旨に賛同いただき、応援団体として事業に協力をいただいている団体（防災関連団体、ライフライン企業、福祉関連団体等）は、９７団体(平成23年8月末現在)となり、防災分野に限らず、様々な分野の団体に幅広く協力をいただきながら運動を展開している。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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